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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年11月27日提出の有価証券報告書に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正する

ため、本訂正報告書を提出するものです。 

 

２【訂正事項】 

下線部      は訂正部分を示します。 
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第一部【ファンド情報】 

第１【ファンドの状況】 

 

２【投資方針】 

（１）【投資方針】 

① 基本方針 

(ロ）成長性の確保 

ａ．内部成長 

（ⅰ）内部成長の４つの柱 

(b）高稼働率の達成・契約賃料の上昇 

 

＜訂正前＞ 

（前略） 

第４期（平成18年９月１日～平成19年２月28日）中の保有物件のテナント入替え及び更

新件数の合計は960件ですが、これらにつき市場分析の観点から、期中のテナント入替え及

び更新時の新賃料について旧賃料からの上昇・下落割合の比較分析を行った結果、件数

ベースにおいて「賃料上昇」は27.1%、260件、「賃料下落」は9.0%、86件、「変わらず」

は64.0%、614件となっております。また、第５期（平成19年３月１日～平成19年８月31

日）についても期中の保有物件のテナント入替え及び更新件数の合計1335件について同様

の分析をしたところ、「賃料上昇」は36.5%、487件、「賃料下落」は5.0%、75件、「変わ

らず」は57.9%、773件でした。 

（後略） 

 

＜訂正後＞ 

（前略） 

第４期（平成18年９月１日～平成19年２月28日）中の保有物件のテナント入替え及び更

新件数の合計は960件ですが、これらにつき市場分析の観点から、期中のテナント入替え及

び更新時の新賃料について旧賃料からの上昇・下落割合の比較分析を行った結果、件数

ベースにおいて「賃料上昇」は27.1%、260件、「賃料下落」は9.0%、86件、「変わらず」

は64.0%、614件となっております。また、第５期（平成19年３月１日～平成19年８月31

日）についても期中の保有物件のテナント入替え及び更新件数の合計1335件について同様

の分析をしたところ、「賃料上昇」は36.5%、487件、「賃料下落」は5.6%、75件、「変わ

らず」は57.9%、773件でした。 

 

（後略） 

 

３【投資リスク】 

(1）リスク要因 

① 不動産関連資産－信託受益権特有のリスク 

(イ）信託受益者として負うリスク 

 

＜訂正前＞ 

（イ）信託受益者として負うリスク 

信託受益者とは受益権を有する者をいい（信託法（平成18年法律第108号、その後の
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改正を含みます。）第２条第６項。なお、以下、平成19年９月30日施行の同法を「新

信託法」といい、新信託法施行と同時に廃止された信託法（大正11年法律第62号。そ

の後の改正を含みます。）を「旧信託法」といい、信託契約に別段の定めがない限り、

平成19年９月30日より前に効力を生じた信託契約については、信託財産についての対

抗要件に関する事項を除き、旧信託法が適用されます（信託法の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律（平成18年法律第109号）第２条）。）、信託契約等の信託行為

に基づいて信託財産に属する財産の引渡しその他の信託財産にかかる給付をすべきも

のにかかる債権等を有します。また、不動産信託においては、信託の清算の際の残余

財産受益者等として、残余財産の給付を内容とする債権の受益者や、残余財産の帰属

すべき者として指定されることが通常です。 

（後略） 

 

＜訂正後＞ 

（イ）信託受益者として負うリスク 

信託受益者とは受益権を有する者をいい（信託法（平成18年法律第108号、その後の

改正を含みます。）第２条第６項。なお、以下、平成19年９月30日施行の同法を「新

信託法」といい、新信託法施行前の信託法（大正11年法律第62号。信託法の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第109号）による改正を含みませ

ん。）を「旧信託法」といい、信託契約に別段の定めがない限り、平成19年９月30日

より前に効力を生じた信託契約については、信託財産についての対抗要件に関する事

項を除き、旧信託法が適用されます（信託法の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律第２条）。）、信託契約等の信託行為に基づいて信託財産に属する財産の引渡し

その他の信託財産にかかる給付をすべきものにかかる債権等を有します。また、不動

産信託においては、信託の清算の際の残余財産受益者等として、残余財産の給付を内

容とする債権の受益者や、残余財産の帰属すべき者として指定されることが通常です。 

（後略） 

 

 


